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可逆的変化であるといっても過言ではない。企業
がそのＣＣ活動を海外で，あるいはグローバルに
展開しようとする場合には，自国内では考えられ
ない新たな問題に直面せざるをえないことも事実
である。なぜなら企業コミュニケーションの対象
と視野が－市場，－民族‘一文化中心から複数地
域，多数国市場，多数民族，多文化へ拡大と転換
を余儀なくされ，また国境を超えたより高い次元
と多元的な思考を要求されることになる。しかし
企業活動のグローバル化に伴い，企業コミュニケ
ーションのあり方を論ずる際に，進出先の国々，
あるいはグローバル全休でのｃｃを自国内のそれ
と同一に論じることは，あまりないことを否定で
きない。また「企業と広報を変容させる大潮流は,
グローバル，ＩＴ，環境2)」という議論は，これま
での先行研究から，しばしば見られるが,グローバ
リゼーションの深化に伴うＣＣ活動の展開仕方を
はじめに
グローバルレベルの企業間競争が一層激化する
とともに，社会から見た企業の価値観がこれまで
と大きく変わり，経済性だけではなくて，社会性
や人間性などを含めた企業価値そのものを向上さ
せない限り，世の中から社会に存在する意味のあ
る企業として評価されないようになりつつある。
企業の社会的役割，地球市民としての責任など，
企業と社会の持続的関係について企業経営上の大
きな課題として大いに議論されている。その中で！
特に注目されているのは，社内外の多様な利害関
係者と良好な関係を保全する活動一コーポレー
ト・コミュニケーション'）（CorporateCommunica-
tions：以下，ＣＣ）である。社会，経済，文化の
グローバル化が急速に進展している今日の世界に
おいて，企業の経営にとって，グローバル化は不
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検討する研究は,十分に進んでいるとはいえない｡
企業がＣＣ活動を世界で展開する際には’必然
的に進出地域向けの「ローカル的な視点」と世界
を－つと見る「グローバルな視点」（両者あわせ
て「グローカルな視点｣）を同時に要求される○
そこで本稿はグローバルなＣＣ活動の展開仕方を
考察する－つのケース・スタディーとして化粧l1lh
メーカー資生堂を取り上げ，資生堂がグローバル
化へ向かう途上で多様な試行錯誤を経て今ロのブ
ランドコミュニケーション戦略を中心とするグロ
ーカルなｃｃ活動の展開を分析する。本稿最大の
特徴は，資生堂が各段階において形成した国際経
営体制とＣＣ活動の特徴をあわせてモデル化にす
ることである。
なお，グローバルなＣＣ活動の展開に関する一
般論はまた別の研究として準備している｡
活動やＣＳＲなど業務が増えると，－度ＣＣ部門
に集まってきた業務が拡大し再び独立していく傾
向もでている。いずれにせよ,ＣＣ活動に取り組
んでいる企業の割合は小さいが，ＣＣに対壜する関
心は徐々に高まり，ＣＣの関連業務が増力Ⅱしてい
ることと，大企業では率先して日常業務にＣＣ活
動を加えつつある傾向が強いことがわかった。
以上はＨ本国内におけるＣＣ活動の展開状況だ
が，果たして海外進出先における日本企業のＣＣ
活動の現状はどうなっているだろう。この点につ
いて近年とくに注目されるのが'１則匡1である。２００６
年まで日本の対''１直接投資額と１１中貿易量は８年
連続で過去最高額を更新している。また今年３月
に日本貿易振興機構（ジェトロ）が発表した「企
業動向調査」では日本企業の768％が中国事業の
拡大を検討中であることが，明らかになっている。
多数の日本企業にとって，企業の成長はこれから
中国市場での発展にかかっていると言っても過言
ではない。
しかし，中国市場における日本企業のイメージ
は決して楽観的に考えてはならない。2005年実施
したに'二Ｉｌｆｌ中産階)曾の外|兎1ブランドに対.する購買選
択度の意識調査では，家電と自動車以外，ほぼす
べての製品についてはl欧米企業ブランドがトップ
を占めている。また，日本企業に対する評価の意
識調査の回答中に「どちらとも言えない」との回
答が非常に多いのは，日本企業の実態がよくわか
らない結果であると考えられる。サーチナ総合研
究所と株式会社野村総合研究所が2005年11月に共
同で実施した中低１人消費者対象の調査によると，
最も親近感を感じる'三1本，欧米，中国，韓国の主
要企業30社のうち，中国と欧米の企業が上位を占
めたのとは対照的に，上位15社に日本企業の名前
はなく，ようやくトップ20に「ソニー」（第１６位）
｢資生堂」（第17位）「キヤノン」（第18位）「花王」
(第19位）の４社が入っただけであった。日系ブ
ランドへの親近感が薄れてきていることを示す結
果となっているのである。これから日本企業が中
国市場における事業の成功は，ＣＣ活動の展開仕
方に大きくかかっているのだと考えられる。
１・日本企業のグローバル化とｃｃ活動の
現状
先進的な企業においては,環境・社会部｢''１，ＣＳＲ
部門，社会貢献推進部門などが，独立した専任組
織として稼動している場合が多く見られる。これ
からの方向性を考えていくと，全社横MT的な動き
とともに社会との接触面をより広げていくことが
必要になってくる3)。その意味からも，Ｃｃ部|]'１
への役割期待が間違いなく高まってくる。
経済広報センターが2006年３）]に実施した「第
９回企業の広報活動に関する意識調査」の結果!）
からは，ここ数年間で，ＩＲやＣＳＲＣＢ戦略に関
わる業務の増加，多様化に伴い組織改革を実施し
た企業が，着実に増えつつあることと，組織改革
にＣＣ部門の統合化と独立化の特徴をlilii方見えた
ということが明らかとなっている。その背景には，
部署間の壁がコミュニケーション活動を阻害する
恐れがあるとの考えから，９０年代後半から日立，
キャノン，松下など日本を代表する－部の大企業
が率先して宣伝，広報，ＩＲなどのセクションを
統合したコーポレート・コミュニケーション本部
を設置する動きがあった。しかし，近年社会貢献
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通り）として,中国でｃｃ活動の実績が評価される。
以上，資生堂は近代的企業として初期から国際
化を進め，今日に至って世界から経済性と社会価
値を高く評価されているため，グローバル化と
ＣＣ活動の関係を明かす有意義な事例だと考えら
れる。
２.資牛堂のグローバル化とｃｃ活動の現状
（１）企業概要及び事業現状
資生堂は明治５（1872）年，漢方薬が主流の時
代にあって，日本初の洋風調剤薬局として東京銀
座に誕生した。1897年に日本初の薬学処方の化粧
水「オイデルミン」を発売し，医薬品を礎に化粧
品ビジネスに参入した。海外への進出は，第２次
世界大戦により一時中MITしていたが，戦後1957年
に台湾へ化粧品の完成品の輸出を開始することで
本格的に再開した。
現在資生堂は化粧品，トイレタリー，及び食,lilli，
医薬品などを扱うグローバル企業である。ヨーロ
ッパ圏37カ国・アジア圏14カ国・アメリカ圏１０カ
国・中東圏８カ国・オセアニア圏４カ国の計73カ
国に跨って企業グループを経営し，日本企業の'ﾆﾄ’
で最も多く海外の国に進,LＨ１している企業である5)。
資生堂は日本企業の中に早くからＣＣ活動に取
り組んだ企業の一つである。2001年に広報，宣伝
などの部門を統括しＣＣ本部をスタートし，２００４
年に新たに社長直轄のＣＳＲ部も設置した。
下記のランキング調査から現在の日本国内と海
外の資生堂のブランドイメージを見てみよう。日
本国内の化粧品業界の売上シェアを見ると，１位
の資生堂は昭和20年代にトップメーカーになって
以来，その座を他に譲ったことがない。2006年５
月29日付のgooニュースで掲載された「コスメブ
ランドイメージランキング」の中でも，資生堂が
ダントツの第１位を獲得した｡『日経ビジネスEX-
PRESS」2005年８月22日号の特集「CSRで会社
を守れ」では，事業会社ＣＳＲ総合ランキング１００
に，資生堂は綜合31位，化粧h占部門で第１位であ
った。また2006年６月21日発刊した「ニューズウ
ィーク日本語版」には，企業の社会的責任o)＋財
務業績に基づくの世界企業ランキング500が掲載
された。資生堂は総合第434位であるが，家庭用
品（化粧品・トイレタリー）部門の第10位，化粧
,｣１，１１部門の第４位となっている。特に，中国におい
て全体的にイメージが低い日本企業の'‐|'で，資生
堂が親近感を持たれる第２位の日本企業（前掲の
（２）海外事業及びｃｃ活動のモデル
本節では２１世紀に入った資生堂の海外事業と
Ｃｃ活動の現状及び完成モデルであるグローバル
ＮＱｌモデルの特徴をまとめたい。完成モデル
を特徴づけるのは以下の諸要因を考慮に入れてい
るという点である｡すなわち,グローバルな生産・
販売・Ｒ＆Ｄ体制，グローカルなＰＢコミュニケ
ーション，グローカルなＣＢコミュニケーション
活動である。以下ではそれらについて説明する。
①国際経営体制
.グローバルな生産・販売体制
資生堂は海外で，生産から物流，マーケティン
グに至る一連の流れのなかで効率アップを追求す
るために，アジア・オセアニア圏，ヨーロッパ圏
アメリカ圏海外３極地にそれぞれ地域本部を設立
している。生産面において，圧|内５工場に加え．
アジア・オセアニア圏６工場↑ヨーロッパ圏３工
場，アメリカ圏２工場の計16工場を稼動させてい
る。９０年代後半に挙げた「グローバルNOl」の目
標をめざし，グローバルな生産販売体制をさらに
強化している。2002年度に，地域本部を核とした
海外事業某轤轄備の一環として海外３極地の拠点
に，物流センターを設立し，グローバルな需要に
対.応する生産体制を整えるようになった。2005年
にグローバルデータ通信（IPVAN）ネットワー
クをアメリカ，フランスと日本の生産基地に導入
することによって，受発注，販売，製造情報から
宣伝物の管理までグローバルに情報を交換できる
ようにした。いま中国工場の製品は基本的に中国
国内販売用のみとなっているが，アメリカとフラ
ンスにある工場はグローバル生産基地となり，世
界各国へ製,4,,1,11iii,１１｣,を行っている。販売の面では，
資生堂は進,LU,先で販売代理店及び販売会社を設立
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して製品の輸出入・販売ルートの榊築と管理を行
っている。現在まで，化粧品を扱う現地販売会社
だけで，６８社がある。
るようになった。
・情報管理体制
資生堂の製品作りのサポートをしているのは，
上記のＲ＆Ｄ体制以外に資生堂内部で消費者に関
する情報管理体制も役割を買っている。その体制
にＰＯＳ（販売時点情報管理）レジシステム，「ポ
イスネットｃ」と各地域に設置した無料の美容セ
ンターを含められている。資生堂は日本全国にあ
る16,000店のチェーインストアと中国にある
5,000店（2008年までの計画）の契約店舗に，ＰＯＳ
レジ端末を導入している。売上データを瞬時に把
握し,在庫調整ができて，消費者に安定な商品提
供体制を整えた。「ポイスネットｃ」は，「お客さ
まセンター」やショールームや全国で開催する美
容セミナーや専門店などから寄せられてきた消費
者に関する情報を一元化し，社内で共有化するシ
ステムである。消費者の情報を関連部門に迅速に
フィードバックされ，多角的に分析することで商
品改良と開発に反映されている。資生堂は各進出
地域で無料の美容センターを設立し，化粧砧の白
山試川，美容指導とカウンセリングを行っている。
美容センターは,資生堂のプロダクトブランド(以
rPB）の浸透に役に立つし，消費者との直接コ
ミュニケーションから提供した商品とサービスへ
の反応を探り，潜在ニーズを引き出す役割を担っ
ている。
・グローバルなＲ＆Ｄ体制
資生堂の強みの一つは，「商品の質に絶対な自
信がある」ことである。その強みをバックアップ
しているのは，日本における５ヶ所とヨーロッパ
圏(フランス)，アメリカ圏(アメリカ），アジア・
オセアニア圏（中国）の世界３拠点にある７ヶ所，
のべ12ヶ所の研究開発センターである。またそれ
以外に共同研究施設として，中外製薬などと共同
出資で設立したアドバンスト・スキン・リサーチ
研究所，MGH／ハーバード大学と設立した共Ｉｉｉｌ
皮膚科学研究所がある。こうしたIﾘ｢究開発体制の
充実ぶりにより，資生堂の商品は世界各地で数多
く受賞し，各地の女性から根強い信頼を得ている。
以上資生堂の国際経営体制現状の特徴と完成モ
デルと比較すると，現段階で海外３極地のなかで，
アメリカ，ヨーロッパの拠点ではグローバルな体
制が整えて完成モデルを実現しているが，中国で
は未完成であり,いくつかの課題を残している(詳
細は４．’'１国におけるＣＣ活動を参考)。
②プロダクトブランド（以下，ＰＢ）コミュニケ
ーション
・メガブランド戦略
９０年代からブランド改革として実施した「マル
チグローバルブランドllUilll各」によって，多様なニ
ーズに応えるたびに新しいブランドを市場に投下
してきた結果，不採算と堅調なブランドをiilj方抱
えているため，グループのブランド榊造が非常に
肥大になり，経営資源の無駄が生じかねない状況
となっている。そこで，2006年度に，グローバル
視点でブランド戦略を再構築するとともに，エリ
ア・チャネルの視点で資生堂グループにおけるシ
ナジーの最大化が図られている。つまり徹底的な
｢選択と集中」により，成長の柱となる“太く・
強い”ブランドの育成・強化を重点的に推し進め
・美容部員体制
資生堂は，海外進出する際に，主に各地域へ美
容部員を派遣し，展示即売，美容実演などの手法
を利川して，「資生堂」という化粧品の名を現地
に知らせようとしている。その手法は海外進出す
る最初の頃から現在に至るまで，ほとんど変わり
がなく，むしろ店頭での美容コンサルテーション
活動が資生堂のＰＢコミュニケーションのメイン
として定着している。美容コンサルテーション活
動をサポートしているのは，資生堂の徹底的な美
容部員教育である。消費者に「ハイ・サービス」
を提供するために，専属美容トレーナーは，現地
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の象徴となっている。採用した美容部員に皮膚の構成，メイクとスキン
ケアの仕方などの基礎知識から接客の態度，話し
方，コットン，ティッシュ，商,Ii1I1の持ち方，ショ
ーケース内の商品の並べ方など細かいところまで
徹底的に指導を受ける。また美容部員を美容コン
サルテーション活動に専念させるために2006年
から美容部員の売上目標を撤廃された。
２）コーポレートメッセージの改定
2005年５月に資生堂は，新たなコーポレートメ
ッセージとして「一瞬も一生も美しく」を策定し
た。それは，「美しく生きたい」という世界中の
人々の願いに誠実に応えるために，資生堂がさら
に「100％お客さま志向」の企業を目指すことを
広く社会に宣言するメッセージである。
新メッセージには，顧客と資生堂をつなぐブラ
ンドを磨くことにより，お客さんが「一瞬も一生
も美しく」あり，末永く愛用してもらうブランド
となるように目指すことと，顧客の最も近くで資
生堂のイメージを形づくるビューティーコンサル
タントの活動を「一瞬も一生も美しく」という視
点から革新する意志が含まれている。
以上資生堂のＰＢコミュニケーションの現状特
徴を完成モデルと比較すると，資生堂は進出先で
グローカルなＰＢコミュニケーション活動を展開
していることがわかる。
②コーポレートブランド(ＣＢ)コミュニケーション
９０年代後半からグローバルNOlの目標に向け
て，世界に統合したＣＢイメージを作るために，
資生堂は一連の経営改革を通し，ＣＢの構築に余
念がなかった。 ３）ＣＢ宣伝
資生堂では企業ＰＲコミュニケーション活動を
行う際に,製,胎宣}伝の場合は,製品と同時に企業シ
ンボルの「花椿」マーク,世界通用の_/1-Ⅱ/ＥｌＤＯ
ロゴ，各地域言語に翻訳されていたコーポレート
メッセージが使用される。また進出地域の特徴に
あわせて，時折経営者が自らスポークスパーソン
として先頭に立って企業理念をアピールする「ト
ップコミュニケーション」を行うし，製品と全く
関係なく，メディアを集め，企業理念，経営計画
などの発表会を行うこともある。特に資生堂の企
業文化ともなっているＣＢ宣伝の一つ大きな特徴
とは，新しい市場に進出する際に，展覧会を通じ
て自社をＰＲしながら市場に参入するスタイルで
ある。
ｌ）花椿マークの再使用
グローバル゛マルチブランド戦略は，統合化す
べきはずのＣＢの表現が－段と多様性を増し，コ
ミュニケーションとしての一貫性を欠くことにつ
ながる恐れがあると考えられる。「Bｙ資生堂」（詳
細は「３．（４）．②、３」グローバル．マルチブ
ランド戦''１各）を参考）事業の新製品は，プロモー
ションで製品ブランド名を訴求していたことから，
消費者が店頭で製品を見ても＿見しただけでは資
生堂の製品とは気づかないこと，テレビＣＭや
雑誌広告からも資生堂の製,li111であるとは認知され
ないという現象が起きたからである。また事業の
国際化と多角化が進み，資生堂グループの部門間
に距離感が生じ，社員の帰属意識の低下が懸念さ
れていた。こうして2001年にいったん分散したマ
ルチ製品ブランドを再統合するアイテム「花椿マ
ーク」が投入された。
世界各地の売り場のモチーフとなったり，資生
堂のグローバル版ウェーブサイトのトップページ
にちりばめられたりするように，花椿マークは統
合コーポレートシンボルとして、海外でも資生堂
・ＣＳＲ活動
２１世紀に入り資生堂はＣＳＲ活動に取り組んで
いる。資生堂の基本的なＣＳＲは，「すべての法令
やルールを遵守し，地球環境や人権に配慮し，社
員の能力を最大|浪に引きIＩＩＬ，関連するすべての
ステークホルダーとの関係を良好に保ちながらお
互いを高めあうこと」そういった活動のすべて
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が資生堂の基本的ＣＳＲ活動領域である。また資
生堂はこういった基本的なＣＳＲ活動に積極的に
取り組むだけではなく，“資生堂ならではの（選
択的）CSR”も加えている。例えば，「化粧」を
通じたセラピーメーキャップ活動，女性を応援す
る「sHISEmO社会貢献くらぶ￣花椿基金一」の
活動などである。しかし，資生堂の海外事業所に
おけるＣＳＲ活動範囲は，まだ行動規範となる
THESHISEIDOCODEの各国．各社版の全而改
定，社会貢献活動への参与，製造工場における環
境保全活動など，ステークホルダ－７)「社会」だ
けに(二とどまっている。海外で行う具体的な活動
は，例えば，資生堂の文化や歴史を取り上げた展
覧会の後援，協賛や，すべての海外工場でISO
14001の取得などである。
以上資生堂のＣＢコミュニケーションの現状特
徴を完成モデルと比較すると，現段階の資生堂の
CSR活動は国内中心で，まだ海外進出先で全面
展開していないため，グローカルなＣＢコミュニ
ケーション体制が未完成であることがわかる。
２１世紀まで資生堂の国際経営とＣＣ活動の展開モ
デルをまとめたい。
３．２１世紀までの国際経営とｃｃ活動の展
開モデル
（１）５０～60年代一国際化初期モデル
この時期のモデルを完成モデルと比較すると，
グローバルな生産・販売・Ｒ＆Ｄ体flﾌﾞﾘとグローカ
ルなＰＢＣＢコミュニケーションが全部未完成で
ある。
①国際経営状況
資生堂の海外進出は1957年，台湾における現地
製造・販売から始まる。その後，シンガポール
香港への輸出をスタートさせた後，台湾，東南ア
ジアに販売代理店及び販売会社を設立して製品の
輸出．販売ルートの榊築を図った。1962年にはハ
ワイで最初の海外進出を果たし，さらにアメリカ
本土での販売を開始するために，1965年に資生堂
コスメティックアメリカを設立した。1963年欧州
圏で初めて販売開始した国はイタリアである。当
初は現地資本による代理店販売だった。
以上から，国際化初期における資生堂の進出地
域は東南アジア諸国を始めとする発展途中地域と
欧米地域に分けられる8)。そして主な市場参入ス
タイルは，現地で販売代理店を設置し日本から商
品を輸入販売するというものであった。
資生堂は現:1lb牛津販売体制を構築しているため，
進出先の各ステークホルダーと良好な関係を作る
ことは資生堂にとって重要な課題である。「はじ
めに」で述べたように，企業がＣＣ活動を世界で
展開する際に，「ローカル的な視点」と「グロー
バルな視点」が同時に要求される。資生堂はマル
チなＰＢ体制と統合したＣＢ体制に，両視点を同
時に織り込んでいるため'まさにグローカルなＰＢ
とＣＢコミュニケーション体制だといえる。資生
堂のこのような国際経営体制（グローバルな生
産．販売．Ｒ＆Ｄ体制）とＣＣ活動（グローカル
なｐＨＣＢコミュニケーション）をモデル化する
なら，資生堂の２１世紀目標に合わせ「グローバル
NQ1モデル」と名づけたい｡しかし，上記の論述
から分かるように，資生堂のこのモデルは未完成
である。中国市場でグローバル生産販売体制の榊
築，進出先でのＣＳＲ活動の展開の課題はまだ残
っている。資生堂は海外進出の当初から，いかに
今日のようなモデルに進化してきたか，次章から
②ｃｃ活動の展開
当時資生堂という化粧品の名はまだ世の中にあ
まり知らされていないため，進出先でのコミュニ
ケーション活動は主に各地域へ美容部員を派遣し，
展示即売，美容実演など製品の良さをアピールす
るＰＢコミュニケーション活動であった。例え
ば，1959年に資生堂は，シンガポールで開催され
たアジア経済振興会の博覧会場で，３ヶ月間に渡
り，美容実演を80回，その他で40回行った。６６年
にオランダ，イタリアにも同じように美容部員に
よる美容実演が行われた。そして，化粧品を販売
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訴えるＰＢコミュニケーションであった。する際，美容部員が着物を着て，カウンターに赤
い鳥居を置いたこともあり，ジャポニカ的イメー
ジで売り込んだ。６４年にニューヨーク世界博覧会
に参加したとき，資生堂は出品せず，代わりに日
本館の壁面に縦2.56メートルの着物姿の女性，商
標とくSHISEIDOCOSMETICS＞を焼きこんだカ
ラー写真を展示した。また，同博覧会の日本館で
案内するホステス，和風レストランに勤めるウエ
イトレスに，美容法や和服の着付けの講習を行う
など,)，日本人女性の美しさとともに資生堂化粧
品のアピールに努めた。
当時，東南アジア各国には基礎化粧品系列製品
(手入れ用化粧品）を中心に，欧米各国には仕上
げ化粧品（メイクアップ用化粧品）を中心に輸出
していた。また東南アジアへのlliiii1LHl品のほとんど
は日本国内で販売される化粧品のままであり，ま
たは国内製品のパッケージを一部分変えるだけで
転用していたIC)。一方，欧米市場では，資生堂は
広範な現地調査を行い，その結果を踏まえて，メ
イクアップ用化粧品以外に欧米人向けの香水｢禅」
を研究・製品化した。当時欧米化粧品市場に進出
するアジア系化粧品企業が殆どなかった状況の下
で，従来資生堂化粧品のなかで相対的に弱かった
メイクアップ製品を欧米市場であえて投入したの
は，欧米化粧品市場はアジア圏市場と異なり，メ
イクアップ用化粧品と香水の売上が化粧品総売上
の半分以上を占める事情があったからだ。またメ
イクアップ化粧品分野において外資系化粧品会社
がキャンペーン．システムで展開を図っていた状
況や，流行に敏感なデパートにおける化粧品売り
場のステージを広げる目的もあったID･
資生堂の国際化初期にまだＣＣ論が誕生されて
いない。企業のＣＣ活動といっても，知名度がま
だ低い資生堂という製品ブランドを新ｿJ1市場に浸
透させるために行った宣伝活動であった。資生堂
の宣伝活動は，おもに日本の美を中心に製品の特
徴を訴えることと，欧米市場で欧米人の好みに合
わせた商品ブランドの宣伝だったといえる。その
頃の国際経営とｃｃ活動を「国際化初期モデル」
に名づけるならば，主な特徴は，製品輸出十和を
（２）７０年代一国際化転換期モデル
この時期のモデルは完成モデルにほど遠いが，
初期モデルと比較すると,現地生産と国際的なＰＢ
コミュニケーションが実現したため，進化したモ
デルだと考えられる。
①国際経営状況
1960年代後半から，日本政府は資本取引自由化
を実施し始めた。1970年代初め頃に他の産業より
やや遅く，化粧品は自由業種として外国資本・技
術の参入を認められるようになった'2)。資生堂は
この流れに乗り，1970年にヨーロッパで最初の直
系販売会社（SHISEIDOCOSMETICITALIA）を
発足させ，他の代理店を通じてイタリアへ化粧品
輸出を行うというそれまでの方式を一変させた。
しかし，日本国内の化粧品市場の拡大により海外
販売用の製品生産が追いつかないことがあったた
め，1970年代はじめにフィンランドで化粧品の現
地製造が実施され，1971年に始めてのオセアニア
進出となったニュージーランドでも，資生堂化粧
品の現地製造が行われるようになった'3)。
②ｃｃ活動の展開
６０年代に資生堂の和風イメージを訴えるＰＢコ
ミュニケーション活動は，経費がかかりすぎた上
に，文化ギャップも大きかったため，東南アジア，
イタリア，アメリカともに売上は予想通りには伸
びなかった。特にアメリカでは65年と73年に２度
にもわたり経営危機を経験し,プレステージの高
い百貨店に入れない状況が続いた。高級百貨店側
の主張は，「資生堂の商品はスキンケアを中心に
評判はいいらしいが，アイデンティティがない」
というものであったu)。つまり，当時は日本で作
ったものを海外に持って行くプロダクトアウトの
時代であり，資生堂もＣＢで統一されたデザイン
ではなくプロダクトごとのパッケージデザインが
当たり前であった。例えば，ＵＶホワイト'5)は白
が中心，エリクシール'6)では肌色デザインカラー
252 人間社会環境研究第13号２００７．３
またプロダクト名が大きく書かれ，資生堂の社名
は小さかった。アメリカでの経営危機を契機とし
て，資生堂社内で海外戦略のあり方が根本的に見
直されるようになった。
７０年代初期に東南アジアに対する製品販売のコ
ミュニケーション方針を転換させ，－年間にわた
って各国で「スペース・フラッシュ・キャンペー
ン」を開いた。その狙いは総合化粧品企業として
のイメージをいっそう|=|]象付け，資生堂の格付け
を高めることにあった'7)。
「スペース・フラッシュ・キャンペーン」では，
三つの新しい企画が実施された。①基礎化粧品系
列製品から仕上げ化粧,1,A系列製品への転換が行わ
れた。②国内製,1,Aをそのままあるいはパッケージ
を変えるだけで売り込む方法をやめ，改めて現地
調査に基づき東南アジアの消費者嗜好に適応した
専用製品の製造を始めた。③製品ブランドの国際
化をアピールするために，それまで美容部員が着
ていた着物をやめ，統一の美容制服に替えた。地
域専用製品に国際化のイメージをつけるこのＰＢ
コミュニケーション方針の転換は，当時の現地で
大きな反響を１１１２んだ。
東南アジアでの反響は資生堂の海外戦111各の具体
的な見直し作業にも大きなヒントを与えた。その
後，海外戦略の見直しとして，製品の国際化イメ
ージのコアとなる資生堂アイデンティティを定め
た。それは，１）資生堂は薬局を起源としている
化粧品メーカーであること，２）東洋医学的なア
プローチと最新技術の結合を図っている化粧品メ
ーカーであること，３）約一世紀にわたり，日本
の文化と西洋の美のlW1(合によるハイ・ブリッドな
美を革新的に創造してきたメーカーであること'剛
である。さらに加えて，海外戦Ⅲ各展開の新たな基
本理念も打ち出された。すなわち，資生堂らしさ
とは，「ハイ・クオリティー，ハイ・イメージ，
ハイ・サービス」によるプレステージの高い化粧
船メーカーであり，国際商品（国内・海外共通)，
海外専用商品の開発によるトータル・マーケティ
ング・システムを確立すること－といった主旨
である。
７０年代は資生堂の国際経営史上に非常に重要な
意味を持つ。アイデンティティ，海外戦略の基本
理念，店頭サービス中心の消費者コミュニケーシ
ョンスタンスは，すべてこの時期に確定したもの
である。この時期のＣＣ活動は，アイデンティテ
ィに対･する認識が芽生えたが，ＣＢやＣＣに関し
ては，まだ認識されていないため，地域専用のＰＢ
に国際化のイメージ作りが中心だった。この時期
の国際経営とＣＣ活動の展開の特徴（現地生産体
flill＋国際的なＰＢコミュニケーション）をモデル
にすると，「転換期国際化モデル」と称すること
ができるだろう。
（３）８０年代一国際化飛躍期モデル
８０年代に資生堂の海外活動の主要舞台はフラン
スであった。フランスといえば，いうまでもなく
世界のファッションビジネス，化粧品・香水ビジ
ネスの１１１心地であり，一流ブランドメーカーが競
い合う，世界に向けて最新情報の発信地でもある。
フランスで成功を収めることができれば，世界の
化粧,!i,],市場に認められることを意味する。しかし，
当時まだ無名な資生堂にとって，独自の化粧品文
化を持つフランスの壁も厚かった。フランスの特
徴に合わせ，当時資生堂が工夫した数々の活動は
その後，資生堂の国際展開スタイルのベースとも
なった。
①国際経営状況
化粧品業界においては，1980年代に国内に一斉
に参入した外資メーカーとの競争，また国内化粧
品市場の{''１び悩みから海外市場へ打って出る動き
が活発化し，グローバルレベルで競争が激化した。
資生堂は1981年から93年まで，現地企業を買収
あるいは合併する形で，アメリカ，フランス，中
国で現地工場を稼動させた。具体的に，アメリカ
では81年と89年にニュージャージー州の２つの工
場を買収し現地生産を開始し，製品をアメリカ国
内と周辺国へ供給するようになった。フランスの
場合は，８６年にパリで美容室と化粧品会社を合併
し，９２年にジアンで現地工場を稼動させた'9)。７０
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３）ＣＩ（コーポレート・アイデンティティ）作り
化粧品の世界では商品同様，その商品の持つイ
メージ的効果が非常に大きなマーケティング要素
である。1980年に資生堂が日本から宣伝用ポスタ
ーでフランス・パリの高級デパートへの進出を図
ったとき，デパートの宣伝杷当者から，「これは
単なる商品広告だ。こんなポスターではフランス
では商売にならない」とクレームをつけられた。
この挫折を機に資生堂はプレステージへ認識が変
わった。国際的に通用する企業としての“顔”が
見えてくるような，斬新なイメージを創造する必
要があると考えた。そして前述した｢三つのハイ」
である海外戦略の理念にマッチしたグローバルイ
メージの制作にフランス人アーティスト，セルジ
ュ・ルタンスを起用した。彼は1980年から20年間
を総合的なクリエーターとして務め，その間，資
生堂製H､'１を取り扱う店は800店にまで広がった。
資生堂と彼の独特な美学が融合して生まれた数々
の作品は，フランス人女性を魅了し，資生堂のブ
ランドの浸透に大いに貢献した。例えば，彼の作
品によく円形のパターンが使われたが，これは太
陽と東洋の哲学をシンポライズしたイメージであ
る。またルタンスは，資生堂のブランドイメージ
を継続させるために，現地従業員の教育法の開発
にも取り組んだ。これらの努力よって，資生堂製
品は1983,84年と２年連続してフランスの「化粧
品オスカー賞」を，８９年には「フランス最優秀化
粧,1,,1,賞」を受賞した。資生堂製品の品質とブラン
ドイメージに対.する評価はフランス消費者層に定
着したされる所為である２０１。
資生堂は海外市場に浸透した大きな理由が技術
力に裏づけられた製品の砧質にあったことは言う
までもないが，製品の独特なイメージを消費者に
理解させ，認められるようになるのは容易なこと
ではない。資生堂のアイデンティティがフランス
人アーティストの美学とうまく融合し新しく生ま
れ変わった「資生堂フランス」だからこそ資生堂
のフランスへの進出を成功に導いたと考えられる。
資生堂は海外戦略・飛躍の原点がフランスだと
認識している。グローバル生産体制を整えるこの
年代から資生堂はハーバード医科･大学皮膚科との
交流がスタートし，８９年に世界初の皮ｶﾂ科学の総
合研究機関としてMGH／ハーバード大学皮膚科
学研究所を設立した。当時，海外のＲ＆Ｄ拠点と
して，ヨーロッパで２拠点，アメリカで３拠点が
ある。９３年には中国の北京市で合資会社を設立し
た。このように資生堂は90年代の前半までに日・
米・欧三極による生産・Ｒ＆Ｄ体制を確立した。
②ｃｃ活動の展開
１）ファッションショー，展示会の開催
フランス市場への参入に備え，1977年に資生堂
は日本の七大都市で「六人のパリ」というタイト
ルのファッションショーを開催した。当時パリフ
ァッション界で新進デザイナーとして活躍してい
た若手を}三|本に招きショーを開いたことは，フラ
ンスのメディアから高く評価され，資生堂のフラ
ンス進出を前にして文化的環境整備としての意義
があった。その後↑アメリカに再進出する際にも
展示会を開き，自社ＰＲに成功した。
２）香水サロンビジネスへの参入
ヨーロッパでは化粧品の売上の30％から40％を
香水分野が占めている。香水商品を持っていなけ
れば，本当の意味での化粧品の一流メーカーとし
て認めてもらえない。当時資生堂にとって香水分
野は未開拓分野であったが，フランスでの製品戦
略として，初のヒット商品を生み,Ⅲ｣,し，本格的に
海外で香水ビジネスに参入した。またＭ＆Ａを通
して，高級美容サロンビジネスにも参入した。フ
ランスでは高級美容サロンは社交界の裏舞台であ
り，上流社会層の情報交換の場でもある。また８８
年にアメリカのサロン用化粧品会社「ゾートス」
を買収し，「ゾートス」傘下の全米22ガヶノリrの美
容室をカバーするネットワークを持つようになっ
た。資生堂がサロンビジネスへ参入する狙いは，
製品の販売以外に，世界に向けて「現地発資生
堂」の情報発信であった。こうして資生堂はフラ
ンス市場の特徴に合わせ，現地特有のビジネスへ
の参入を果たした。
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時期において，企業イメージがある程度浸透して
いる現地で他社製品との差別をつけるために，資
生堂が主に実施したｃｃ活動は，現地の特徴と融
合した資生堂のアイデンティティがよく表れる
ＰＢコミュニケーション活動であった。また資生
堂は製品の元イメージから，日本という限定した
観念を脱して，世界性のある新たなイメージのア
ピールへ転換したことも重要な意味をもつ。
この段階の国際経営とＣＣ活動の特徴（グロー
バル生産Ｒ＆Ｄ体制十グローカルなＰＢコミュニ
ケーション活動）をモデル化すれば，「国際化飛
躍期モデル」と称することができるだろう。
一ロッパ・アメリカ・アジアにそれぞれ地域本部
を設け，９８年に自立型・自己完結型地域本部とし
て本格的に機能させた22)。そして生産体制面で
は，1998年度に米国ニュージャージー州の新工場，
台湾の第２工場が稼動した。1999年度は５月にフ
ランス・オルム市にヨーロッパ第２の新工場が稼
動したほか，秋には中国第２の上海工場が稼動し，
｢２１世紀・グローバルNQl」をめざす中期経営計
画で予定した海外５カ国11工場体制が完成した鯛)。
また販売体制面では，1994年春に資生堂はデン
マークでの販売開始によりＥＣ（当時）12ヶ国で
の販売網が完成した。1998年度に新たにロシア，
ポーランド，アイスランドで代理店を通じた販売
を開始したほか，香港に合弁会社，スペインに子
会社をそれぞれ設立した。アメリカでは，Ｍ＆Ａ
を通して国内外でのサロン事業の更なる強化を図
った゜海外売上も過去５年間で２倍以上に拡大
し，1998年度の連結売上に占める海外売上比率は
15.5％に達した。
（４）９０年代一国内市場調整期
1990年代に入ると，Ⅱ本国内で規制緩和による
価格競争や価値競争の激化，それに長引く国内経
済の不況による消費の低迷といった影響か
ら，1998年度に，資生堂の連結売上は1994年度以
来４年ぶりの減収，連結当期純利益は２年連続の
減益と，極めて厳しい結果になった。海外市場が
堅調であるにもかかわらず利益がでない状況の中
で，資生堂は国内化粧品市場における「圧倒的な
リーダー」地位を維持する必要性を認識し，国内
化粧品事業の成長性の回復を目指した。しかし，
国内市場は飽和状況にあり，資生堂の成長性を保
つためには，どうしてもグローバルな視点の経営
が不可欠であった２１１。1996年に資生堂は「世界に
通用する」企業を目指すことに決意し，「グロー
バルＮｏ．１戦略」という中期的な視野に立った
戦１１１:を打ち出し，2002年度まで海外売上比率を当
時の９％から25％までに上げる目標を挙げた。こ
の計画は，「国内製品のlIiii出」から「海外専用商
,品の輸出｣，そして「海外専用商品の現地生産化」
と三段階を経たし資生堂の国際事業をさらにワン
ステップ進め，資生堂グループ全体の国際化を図
ろうとするものである。
②ｃｃ活動の展開
グローバルNolを目指すために，国内市場にお
ける圧倒的リーダーの地位が絶対鼠条件であるた
め，９０年代は主に国内市場で「店頭基点」とした
経営改革理念をベースに諸活動に取り組んだ｡｢店
頭基点」とした経営改革の理念とは，事業活動の
すべてを店頭となる基点で展開し，国内化粧品事
業の圧倒的優位の確立と，持続的な利益成長をめ
ざすことである。つまり，顧客との出会いの場で
ある「店頭」を基点に化粧品ビジネスを立て直す
ために，仕組みをつくり，社員の意識と行動を変
えるというものである。店頭基点をベースとする
経営活動の最終目的は，顧客の満足度を上げ、企
業ブランドの価値を上げることであるため，ＣＢ
コミュニケーション活動だと考える。
１）企業理念及び行動基準の策定
まず顧客を満足させるために，企業活動の指針
として，1997年に資生堂は，創業時に掲げられた
五大主義（品質本位主義，共存共栄主義，消費者
①国際経営の状況
海外事業展開の推進体制を強化することとグロ
ーバルな経営基盤を拡充するために1997年にヨ
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市場では参入の初期段階から一貫してプレステー
ジ（高級品）市場にターゲットを絞って展開を進
めてきた。しかし日本市場では，資生堂というワ
ンブランドで高級からマス化粧品まで統一的に展
開してきた。海外市場と国内市場におけるブラン
ドイメージの矛盾を解消すべく，国内において化
粧品事業のうち中・高価格帯の製品をグループに
おける中核事業と位置付け，「プレステージ」と
規定し，この事業以外は資生堂の欧文ロゴタイプ
壗刀-11ノＥｌＤＯを表示しないこととした。それは
1999年にブランドー/i-ll′ＥｌＤＯのアイデンティテ
ィ強化を中心に，スタートした「グローバル・マ
ルチブランド戦略」である。
グローバル・マルチブランド戦略とは，国内外
のマーケティングを融合，ＣＨﾉＨＵＥｌＤｏを核
に，個性ある多様なブランドを世界市場で確立し，
それぞれのブランドを育てていくというものであ
る。資生堂の狙いは，これを通じてシナジー効果
が発揮されることにより，グループとしての成長
を図ることである。
マルチブランド体制は大きく分けて，進出地域
の特徴に合わせて開発した地域専用ブランドと全
世界共通のブランドの２種類がある。また海外で
展開している世界共通ブランドには，ノーH|／ＥｌＤＯと
いうＣＢで展開する商品群（ＰＢとＣＢを併記し
て展開する「1Ｎ資生堂」と，ＰＢを強調し，製造
元表記としてのみ裏面にＣＢを入れる「BＹ資生
堂」の区分がある）と資生堂の表記が一切入らな
い商品群（｢ＯＵＴＯＦ資生堂」と呼ぶ）がある。
図表２グローバル・マルチブランド戦略の基本的枠組み
賀化強グループ
主義,堅実主義,徳義尊重主義)をベースに,｢THE
SHISEIDOWAY」を策定した。「THESHISEIDO
WAY」は，「お客さま」「取引先」「株主」「社員」
｢社会」というすべてのステークホルダーに対す
る取り組みを明文化した全社的な行動指針である。
図表１資生堂の行動宣言（THESHlSElDOWAY）
ＴＨＥＳｌ１ＩＳＥｌＤＯＷＡＹ 
（Hf生堂の行助宜葡）
お客嫌とともに
美しくありたい、健やかでありたい、幸せでありたい。
このお客さまの願いを、お客さまとともに育み、優れた１１A質とlmljIiのjii'1造
を辿じて、豊かに、かたちにしていきます。
取り[先とともに
こころざしを同じくする取引先と、よきパートナーシップで)uMFします。
そして、誠心誠恵、１１際に[〈,Iけて、瓦LL(の努力を紬けます。
株主とともに
fTの高い成及を通じたll2当・[UL全な成采の詩仙・提供と、透Iljjな企業経!)ｉ
により、株主のHl1解と共感を得る活吻に努めます。
社貝とともに
社只一人ひとりのjljliil｣性と多机性が、わたしたちの111並です。
その能ｿjの限りない飛RMと活助を応援し、公lIHに評価します。そして社↓」
のゆとりとMHかさの充実に努め、ともに成長していくことをめざします。
社会とともに
すべての法il1を逆守します。
安全と地球環境への節噛を、なにもの仁も腱先します。
わたしたちは、地域社会と辿ｲ！$し、［垂|糠社会とのiiMl和を|刈りながら、持て
る文化濟本をベースに、グローバルレベルの美しい生活文化をjil｣ります。
２）Ｃｓ（顧客満足度）を前提とするＥＳ（従業員
満足度）調査
国内化粧品市場における「圧倒的なリーダー」
を実現するためには，店頭基点に合わせ社員の意
識と行動を変える必要がある。資生堂は社員一人
一人の能力や意欲を最大限に引き出すことで組織
活力と業績の向上を目指した活動を実施した。そ
のなかに社内におけるＣＣ活動として，資生堂は
毎年ＥＳ調査を行っている。ＥＳ調査活動を通し
て，社員はもっと自律的，自発的に資生堂でのキ
ャリアを構築することが望まれている。実際ＥＳ
調査結果は，会社の制度，構造改革に反映されて
いる。 コーポレートブラントＩＮ間生強BＹ斑生?|（ ＯＵＴＯＦ管ﾉト
ｲﾌﾞｻ、ディシラ、
エテュセ、アユーラ､
BPI、Ｚｑ、
CARITA、他
コスメニテイー
(→資生fitフィティット）
トイレタリー
(一エフティ資生蝋）
／Ｈ１′ＥｌＤＯ ３）グローバル・マルチブランド戦略
国内市場における活動がメインだった90年代は，
後半となって２１世紀に向けて最終目標「グローバ
ルNol」を目指して，ＣＢノl-lI/ＥｌＤＯの統合活
動に取り組んだ。
これまで，資生堂という名前のブランドは海外
＊プレステージ領域の
化Wl:品に限定*製泄元として「賛'ｋ
ｉｉｔｊを表示
,'Ｍ『：,１.l7lllｳﾙ子「プランFlIi綱とコーポレート・コミュニケーション政莱」ｉ季
「I|マーケティングジャーナル｣Ⅱ本マーケティング協会，Nq24（１），２００４
年,p,93
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以上，９０年代において資生堂の国際経営体制と
ＣＣ活動の特徴をまとめたが，国内におけるＣＣ
活動がメインで，海外におけるＣＣ活動は90年代
に実施したグローカルなＰＢコミュニケーション
と同じなので，新たな国|際経営とグローバルな
ＣＣ活動のモデルにはならないと考えられる。９０
年代の最後の年に，ＣＢを統合する活動が見られ
たが，９０年代のＣＣ活動の特徴というより，２１世
紀の完成モデルに向かう準備，導入活動というほ
うが適切だと考える。よって，９０年代は資生堂の
国際経営とグローバルＣＣ活動史上では，８０年代
モデルと２１世紀モデル間の大切なつなぎだと考え
られる。９０年代に国内市場の競争環境の整えるこ
とによって，８０年代のＰＢコミュニケーション中
心のＣＣ活動と，順調に２１世紀のＰＢとＣＢコミ
ュニケーション活動とを共存する時代へつなげた
のである。
長にとって最重要ポイントとなっているのである（
（１）中国事業の成長
資生堂の''二'｢kl事業は，1981年に代理商を通じて
日本から輸入品の販売から，1983年には技術協
力，1991年には北京市政府との合弁生産販売事業
が特別開発区の第一号事業として開始された。
1994年に中国専用プレステージブランド｢オプレ」
の販売開始し，1998年には上海での生産販売会社
設立し事業を拡大していった。2005年度と2006年
３月期に中|工|事業は２年連続30％を超える売上(に１１
長を果たし，海外事業全休の売上伸長を牽引した。
（２）国際経営の状況
中圧|では，バリューチェーンと呼ばれる調達・
研究開発・生産・物流・販売のうち,物流の以外
はすべて資生堂自前で揃う体flillにまで成長してい
る。ただしＲ＆Ｄのグローバルコミュニケーショ
ン体fIillができていることを除いて，中匡|市場での
生産と販売体制は，まだ現地限定にとどまってい
る。これからは中国を－生産基地として生産され
た製占ihを海外への輸出体制の構築が期待される。
4・中国におけるｃｃ活動
前章までの記述において，資生堂は２１世紀まで
の欧米市場と国内市場におけるモデル展開が':''心
だったが，２１世紀に入り，資生堂にとっての最重
要海外市場は｢'１国となった。その背景には，これ
まで資生堂が中心に展開してきた日本，ヨーロッ
パとアメリカ市場は，どれも既存成熟市場である
ため，競争が激しく，市場シェア分配図は殆ど出
来上がっていることがある。「グローバルNQl」の
実現にとっては，３極地でこれ以上の成長はどれ
も期待値が高くない。また資生堂は現在世界トッ
プ化粧品企業ランキングの第４位である。前３位
と差がある理由は海外売上高で差がついたと考え
られる。例えば，資生堂より全体売上がやや上回
るエステローダーは，海外売上比率は４５６％に対．
し，資生堂はわずか255％であった。つまりこれ
からの資生堂にとって，上位３者と勝負するため
に海外市場で売上率をあげることなのである。そ
して海外市場の中では中国市場は未成熟市場であ
り，しかも急成長中であるため，期待値が一番高
い。に'１国市場での発展は資生堂グループ全休の成
（３）ｃｃ活動の展開
①マルチグローバルブランド＋メガブランド「オ
プレ」の発展
iET貨店チャネルにおいては，「オプレ」と世界
共通ブランド「クレ・ト・ポーポーテ」などが展
開されている。中国女性の肌研究をベースに1994
年に投入した「オプレ」は，ほぼ毎年前年比130％
以上売上高を伸している。2004年では取扱百貨店
約360店の９判以上でインストァシェア１位とな
るなど，中国の1玉|民的ブランドとして絶大な支持
を得ている。「オプレ」の優位性をさらに確固た
るものとするため，現在よりもワンランク上の価
値を持つ新ラインを導入するとともに，百貨店に
おけるプロモーションをさらに強化しようとして
いる。
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である。
特に中国社会における日系企業に対･する評価は，
他の外資系企業や中国企業より低いため，社会貢
献活動を中心とするＣＳＲ活動の展開が期待され
る。また日本企業の全体評価が低い理由としては，
｢規模が小さい」「内容に新鮮さと継続性がない」
その結果として「報道されない」などが指摘され
ている2')。中国の地域への溶け込んだ社会貢献活
動は，企業の社会的｛iHi値の向上に有効だと考えら
れる。またアカウンタビリティ（Accountability，
説明責任）の徹底によって利害関係者たちとのコ
ミュニケーション不足の危機を解消する必要があ
る。１－|]国社会における白社の存在価値を中国社会
に知らせることは今後ますます重要となる。自社
の存在Iilli値は，自社らしい１１]国社会に有意な活動
の実践とその活動を社会に広く知らせることによ
って生まれる。知られていない価値は無価値と同
様なのである。社会に有意な活動とそれを告知す
る活動の実施によって自社イメージと評価が向上
し，企業ブランドが中国人国民の記憶に根付かせ
ることができる。
一言で言うと，中国社会に融合した自社の存在
価値をアピールするＣＣ活動の工夫が必要である。
この点で，「グローバルNo1」モデルは，改めて
中国において新たな試練を受けることになろう。
②チェインストアの運営
中国の広い市場を早くカバーし，中国全土にお
ける販売ネットワークを構築するために，資生堂
はチェインストアシステムを'1ｺ｢ＫＩに導入した。
2005年度は計画通り累計で1,000店以上との契約
を達成し，2006年度は1,700店に拡大する計画で
ある。その背景には，巨大なil'国Tl７場で各地域間
の格差が非常に大きいため，、力で販売網を柿簗
するには，膨大な経営資源が必要である。資生堂
の日本におけるチェインストア運営のノウハウを
活用したこの取り組みは，中国の化粧,Ｌｉｉｌ,専門店に
資生堂の「おもてなしの心」を広げていくもので
もあり，契約した化粧,w,専門店からも高い評価を
得ている。2006年度中には，中国の化粧品専門店
専用のブランドを新たに導入し，ラインアップを
強化する予定である。
’１｣国人の化粧品専門店なら，中国人女性が気軽
に入れるため，専門店による美容知識の普及も期
待できるし，製fiiAブランドの認知度も高まる。
しかし近年中国ではドラッグストア，通信販売
など流通チャンネルの多様化が急速に進んでいる.
その中に特にネット販売の成長が注１１されている。
いまだに中国で公式ホームページを持っていない
資生堂にとっては，いかに流通チャンネルを開発
することによってより多くの中国消費者とコミュ
ニケーションする課題が残されている。
以上のところから，資生堂は中国ではいまだに
80年代の国際化飛躍期モデル（現地生産販売Ｒ＆
Ｄ体制十グローカルなＢＰコミュニケーションモ
デル）を実施していることが分かる。
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